
 

子育て支援員研修科目の取りまとめにあたって 

 

 

１．背景 

（１）今後、社会保障・税一体改革による子ども・子育て支援新制度（以下、「新制度」

という。）の施行や社会的養護の充実に伴い、新制度では小規模保育、家庭的保育、

ファミリー・サポート・センター、一時預かり、放課後児童クラブ、地域子育て支

援拠点等が新たに法律に基づく給付又は事業となるとともに、社会的養護について

は、子どもが健やかに成長できる環境や体制が確保されるよう、地域の実情やニー

ズに応じて、これらの保育や子育て支援分野において人材の確保が必要となる。 

 

（２）これら保育や子育て支援分野の事業等では保育士資格等を有しない者が担うこと

が出来る事業も拡充することから、人材の確保にあたっては、育児経験や職業経験

など多様な経験を有し、保育や子育て支援の仕事に関心を持ち、保育や子育て支援

分野の各事業等に従事することを希望する地域の人材に協力していただくとともに、

これら人材の資質の向上が極めて重要な課題であることから、これらの担い手を「子

育て支援員」として研修を実施することとした。 

 

２．研修内容の検討 

（１）子育て支援員（仮称）研修制度に関する検討会（以下、「親会」という。）は、人

材の確保と資質の向上を図ることを目的に創設された「子育て支援員」の養成のた

めの研修制度に関する検討を行うために設置され、基本研修等に関する検討を行い、

さらに親会のもとに設置した４つの専門研修ワーキングチーム（放課後児童コース、

社会的養護コース、地域保育コース、地域子育て支援コース）において、事業の特

性に応じた専門研修に関する検討を行った。 

 

（２）研修内容の検討にあたっては、これまで事業ごとに行われてきた研修について、

広く保育や子育て支援分野で活躍していただく人材を養成するため、各事業等に共

通する基本研修と特性に応じた専門研修を設け、基本研修と専門研修の修了により

「子育て支援員」として、各事業等に従事するために最低限修得しておくことが必

要な保育や子育て支援に関する基礎的な知識・原理・技術・倫理について学ぶこと

ができるものとした。 

 

（３）親会及び専門研修ワーキングチームでの検討は、平成２６年８月～１２月まで２

１回にわたって開催され、基本研修及び専門研修等について、研修の質と受講のし

やすさとの両立及び研修内容について活発な検討と意見交換を行い、資質の確保等

について様々な議論が展開されるなど各構成員等の真摯な議論を経て、取りまとめ

を行ったところである。 



基本研修は専門研修を学ぶために必要な内容とし、専門研修については、各事業等

の特性に応じた内容とするとともに、地域保育コース及び地域子育て支援コースにお

いては、さらに事業の内容や利用形態に応じた研修類型を設け、「子育て支援員」と

しての資質を確保できる内容と考える。 

 

（４）また、保育や子育て支援分野の各事業等では日々の業務の中での振り返りや、事

例の検討などが更なる資質の向上につながるため、職員一人一人の研鑽が重要なこ

とから専門性を高めるための不断の努力が必要である。子育て支援員研修制度にお

いては、このための方策として、フォローアップ研修・現任研修（以下、「フォロー

アップ研修等」という。）についても枠組みを定めており、これらの積極的な実施に

よる資質の向上が望まれるところである。 

 

３．子育て支援員研修の位置付け 

   新制度において、市町村長の行う研修の修了が従事要件となっている小規模保育事

業の保育従事者等が受講する研修に基本研修及び専門研修（地域保育コース）を位置

付けるものとする。 

また、研修の修了が従事要件となっていないものにあっても質の向上や円滑な事業

の実施を図るためには従事者の資質の向上が必要であることから、各事業等の実施に

あたっては、子育て支援員の活用が望まれるところである。 

 

４．福祉人材確保の一環としての議論 

今後の論点として福祉人材の確保の観点から保育・子育て支援分野だけでなく、高

齢者・障害者支援分野との研修内容の共通化についても議論がなされた。本検討会の

課題は保育や子育て支援分野に従事する者を養成するものであるため、福祉人材確保

に関しては必ずしも十分に議論を尽くすことができなかったが、対人援助を中心とす

るこれら分野での研修の共通化は今後の福祉人材の確保の重要な視点であることから、

今後の議論を期待したい。 

 

５．実施上の留意点 

（１）研修の実施主体に指定研修事業者を加えることについては、人材の養成・確保には

効果的であるが、一方で子育て支援員研修制度の研修内容等が多岐に渡るとともに、

適切な研修の実施がその後の事業の質をも左右することとなる。このため、都道府県

及び市町村における研修事業者の指定にあたっては、保育や子育て支援分野に関する

知見・研修実績などに留意するとともに、指定後においても研修の実施状況等につい

て指導するなど研修の質の確保に努める必要がある。 

 

（２）また、研修の実施にあたっては、研修の実施主体において、研修受講者に対し、地

域の保育資源等の概要や地域の人材確保の状況等について理解を促すほか、就労に向

けた配慮を行うことが必要である。 



 

６．最後に、新制度の円滑な実施にはこれを支える人材の確保が重要であり、保育や子育

て支援分野の各事業等の人材の確保及び資質の向上について中心的な役割を担っている

都道府県と保育や子育て支援分野の各事業等の実施主体となる市町村の連携・協力が不

可欠である。 

このため、都道府県のリーダーシップのもと管内市町村の状況を把握し、管内におい

て適切に子育て支援員研修（基本研修、専門研修、フォローアップ研修等）が実施され、

都道府県を中心に管内市町村との連携のもと、人材の確保と資質の向上が進むよう願う

ものである。 
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